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北九州市事務分掌条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第６号 

北九州市事務分掌条例の一部を改正する条例 

北九州市事務分掌条例（昭和４０年北九州市条例第４４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条危機管理室の項の次に次のように加える。 

 デジタル市役所推進室 

（１） デジタル・トランスフォーメーションの推進に関する事項 

付 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 北九州市ＳＤＧｓ未来基金条例をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第７号 

   北九州市ＳＤＧｓ未来基金条例 

 （設置） 

第１条 北九州市ＳＤＧｓ未来都市計画に掲げる、人と環境の調和により、新

たな産業を拓くこと、一人ひとりが行動し、みんなが輝く社会を拓くこと及

び世界のモデルとなる持続可能なまちを拓くことに資する事業を実施するた

め、北九州市ＳＤＧｓ未来基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （基金の積立て） 

第２条 基金は、市長が必要と認める額及び寄付金その他の収入をもって積み

立て、その額は、予算の定めるところによる。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関に預け入れて、保管するものとする。 

２ 市長が特に必要があると認める場合においては、基金に属する現金を最も

確実かつ有利な有価証券に代えて、保管することができる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、第１条の事業の経費に充てるものとす

る。 

２ 前項の規定により経費に充て、なお剰余金があるときは、基金に繰り入れ

るものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を、確

実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、歳計現金に繰り替えて運用する

ことができる。 

 （処分） 

第６条 市長は、基金の設置の目的を達成するため必要があると認めるときは 

、予算の定めるところにより基金を処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に市長が定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （北九州市美しいまちづくり基金条例等の廃止） 

ひ  ら  
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２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） 北九州市美しいまちづくり基金条例（昭和５７年北九州市条例第２

７号） 

（２） 北九州市中小企業技術開発振興基金条例（昭和５８年北九州市条例

第２０号） 

（３） 北九州市水と緑の基金条例（昭和６１年北九州市条例第２８号） 

（４） 北九州市地域福祉振興基金条例（平成元年北九州市条例第１９号） 
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法人の市民税の課税の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

令和３年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第８号 

法人の市民税の課税の臨時特例に関する条例の一部を改正する条 

例 

法人の市民税の課税の臨時特例に関する条例（昭和５１年北九州市条例第１

４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「平成３３年９月３０日」を「令和８年９月３０日」に改め、「、

連結事業年度」を削り、「第３２１条の８第１９項」を「第３２１条の８第３

１項」に改める。 

 第３条中「又は各連結事業年度分」を削る。 

第４条第１項中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項第４

号の２」に、「次項及び第６項において」を「以下」に、「同法」を「法人税

法（昭和４０年法律第３４号）」に、「第４条の７第１項」を「第４条の３第

１項」に改め、「平成７年法律第１０５号）」の次に「第２条第５項」を加え

、「又は各連結事業年度分」及び「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第２

項中「又は同条第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」を削り

、同条第３項中「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第４項中「又は同条第

４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」及び「又は当該個別帰属

法人税額に係る法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の

算定期間」を削る。 

  付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定（「

平成３３年９月３０日」を「令和８年９月３０日」に改める部分を除く。）

、第３条の改正規定、第４条第１項の改正規定（「同法」を「法人税法（昭

和４０年法律第３４号）」に改める部分を除く。）及び同条第２項から第４

項までの改正規定並びに次条の規定は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 前条ただし書に規定する規定による改正後の法人の市民税の課税の臨

時特例に関する条例の規定は、令和４年４月１日以後に開始する事業年度（

所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同

法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法
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（昭和４０年法律第３４号。以下「４年旧法人税法」という。）第２条第１

２号の７に規定する連結子法人（以下「連結子法人」という。）の連結親法

人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業

年度をいう。以下同じ。）が同日前に開始した事業年度を除く。）分の法人

の市民税について適用する。 

２ 令和４年４月１日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年

度が同日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び同日前に開

始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事

業年度をいう。以下同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が同日前に

開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については、なお従前の

例による。 
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北九州市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第９号

北九州市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

北九州市特定非営利活動促進法施行条例（平成２４年北九州市条例第１２号

）の一部を次のように改正する。

第２条第４項中「第１０条第３項」を「第１０条第４項」に、「及び法」を

「及び」に改め、同条第５項中「第１０条第３項」を「第１０条第４項」に改

める。

付 則

この条例は、令和３年６月９日から施行する。

15



 北九州市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１０号 

   北九州市介護保険条例の一部を改正する条例 

北九州市介護保険条例（平成１２年北九州市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１０条第１項各号列記以外の部分中「平成３０年度から平成３２年度」を

「令和３年度から令和５年度」に改め、同項第１号中「３６，５４０円」を「

３９，２４０円」に改め、同項第２号中「５１，１５０円」を「５４，９３０

円」に改め、同項第３号中「５４，８１０円」を「５８，８６０円」に改め、

同項第４号中「６５，７７０円」を「７０，６３０円」に改め、同項第５号中

「７３，０８０円」を「７８，４８０円」に改め、同項第６号ア及びイ以外の

部分中「８４，０４０円」を「８６，３２０円」に改め、同号ア中「第３５条

の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を、「得た額」の次に「とし、

当該合計所得金額が零を下回る場合には、零」を、「以下」の次に「この項に

おいて」を加え、「１２０万円」を「８０万円」に改め、同号イ中「及び第１

１号イ」を「、第１１号イ又は第１２号イ」に改め、同項第１２号中「１５３

，４６０円」を「１６８，７３０円」に改め、同号を同項第１３号とし、同項

第１１号ア及びイ以外の部分中「１４６，１６０円」を「１６０，８８０円」

に改め、同号を同項第１２号とし、同項第１０号ア及びイ以外の部分中「１２

７，８９０円」を「１４１，２６０円」に改め、同号ア中「３００万円」を「

３２０万円」に改め、同号を同項第１１号とし、同項第９号ア及びイ以外の部

分中「１０９，６２０円」を「１１７，７２０円」に改め、同号ア中「２００

万円以上３００万円」を「２１０万円以上３２０万円」に改め、同号イ中「第

１１号イ」を「第１２号イ」に改め、同号を同項第１０号とし、同項第８号ア

及びイ以外の部分中「９１，３５０円」を「９８，１００円」に改め、同号ア

中「２００万円」を「２１０万円」に改め、同号イ中「第１０号イ又は第１１

号イ」を「第１１号イ又は第１２号イ」に改め、同号を同項第９号とし、同項

第７号ア及びイ以外の部分中「８７，６９０円」を「９４，１７０円」に改め

、同号イ中「、第９号イ」を削り、「又は第１１号イ」を「、第１１号イ又は

第１２号イ」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号の次に次の１号を加

える。 

（７） 次のいずれかに該当する者 ９０，２５０円 

ア 合計所得金額が８０万円以上１２０万円未満である者であり、かつ、 
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前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料の額についてこの号の区 

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令 

第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第９ 

号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イに該当する者を除く。） 

第１０条第２項中「平成３０年度から平成３２年度」を「令和３年度から令

和５年度」に改め、同条第３項中「（その額に１０円未満の端数があるときは

、その端数金額を切り捨てた額）」を削る。 

 第１１条第３項中「前条第２項」を「前条第３項」に改める。 

 第１２条第３項中「若しくは第１１号イ」を「、第１１号イ若しくは第１２

号イ」に、「第１１号まで」を「第１２号まで」に改める。 

 付則に次の３項を加える。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

１２ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額（地方税法第２９２条

第１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。）に所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保

険料率の算定についての第１０条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、

第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び第１２号アに係る部分に限る。）の

規定の適用については、同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは、「

所得税法第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定

によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算し

た金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合に

は、零とする。）によるものとし、租税特別措置法」とする。 

１３ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替

えるものとする。 

１４ 第１２項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用す

る。この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読

み替えるものとする。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第１０条第１項第

６号アの改正規定（「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項
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」を、「得た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、

零」を加える部分に限る。）及び第１１条第３項の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 

 （保険料率に関する経過措置） 

２ 改正後の北九州市介護保険条例（第１０条第３項を除く。）の規定にかか

わらず、平成３０年度から令和２年度までの各年度における保険料率につい

ては、なお従前の例による。 
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 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第１１号 

北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を次

のように改正する。 

 第４条各号列記以外の部分中「次に掲げる者」を「児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）の規定により、児童福祉施設に入所している児童又は小規模

住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託されている児童であって、民

法（明治２９年法律第８９号）の規定による扶養義務者のないもの」に改め、

同条各号を削る。 

 第９条第２項を削る。 

 第１１条の２第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１

項」を加える。 

 第２０条第１項中「及び特定同一世帯所属者」の次に「（以下「世帯主等」

という。）」を加え、「第３１４条の２第２項に規定する金額」を「第３１４

条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得を有する者（前年

中に同法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定す

る給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額

が５５万円を超える者に限る。）をいう。）の数及び公的年金等に係る所得を

有する者（前年中に地方税法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得

税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規

定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当

該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者に

あっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい

、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条において「給与所

得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第３１４条の２

第２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万

円を乗じて得た金額を加えた金額）」に改め、同条第２項中「世帯主並びに当

該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者」を「世帯主等」に

、「第３１４条の２第２項に規定する金額」を「第３１４条の２第２項第１号

に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、

同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じ
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て得た金額を加えた金額）」に改める。 

 第２０条の２第１項中「（昭和４０年法律第３３号）」を削る。 

付則第５項中「同条第１項中「総所得金額」の次に「及び」を加え、「」と

、「同法」とあるのは「地方税法」を「及び」と、「所得の金額（同法」とあ

るのは「所得の金額（地方税法」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円

」に改める。 

  付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第９条第２項を削る改正規

定は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１１条の２第１項、第２０条及び付則第５項の規定は、令和３

年度以後の年度分の保険料について適用し、令和２年度以前の年度分の保険

料については、なお従前の例による。 
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北九州市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１２号

北九州市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例        

北九州市公衆浴場法施行条例（平成２４年北九州市条例第５８号）の一部を

次のように改正する。

第４条第２項第４号中「１０歳」を「７歳」に改める。

付 則

この条例は、令和３年７月１日から施行する。
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北九州市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等に関する条例の一

部を改正する条例をここに公布する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１３号

北九州市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例

北九州市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等に関する条例（平

成１２年北九州市条例第２３号）の一部を次のように改正する。

 第１条中「基づく」を「基づき」に、「第５２条第１項及び福岡県食品取扱

条例（昭和２８年福岡県条例第４７号。以下「県条例」という。）第４条の規

定による」を「第５５条第１項の」に、「並びに県条例第６条第２項に規定す

る許可書の再交付の事務につき徴収する手数料」を「の事務に係る手数料（以

下「手数料」という。）」に改める。

 第４条中「第５２条第１項の規定による営業」を「第５５条第１項」に、「

別表第１」を「別表」に改める。

 第５条を削り、第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。

 別表第２を削り、別表第１を次のように改める。

別表（第４条関係）

事務の種類 区分 金額

（１） 政令第３５

条第１号の営業の

許可の申請に対す

る審査      

常設営業

の場合

新規の

とき

１件につき１６，０００円

更新の

とき

１件につき１２，０００円

露店営業

又は仮設

営業の場

合

新規の

とき

１件につき８，０００円

更新の

とき

１件につき６，０００円

臨時営業の場合 １件につき２，３００円

（２） 政令第３５

条第２号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき９，６００円

更新の場合 １件につき７，２００円

（３） 政令第３５ 新規の場合 １件につき９，６００円
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条第３号の営業の

許可の申請に対す

る審査

更新の場合 １件につき７，２００円

（４） 政令第３５

条第４号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき９，６００円

更新の場合 １件につき７，２００円

（５） 政令第３５

条第５号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（６） 政令第３５

条第６号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき９，６００円

更新の場合 １件につき７，２００円

（７） 政令第３５

条第７号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（８） 政令第３５

条第８号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（９） 政令第３５

条第９号の営業の

許可の申請に対す

る審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１０） 政令第３

５条第１０号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１１） 政令第３

５条第１１号の営

業の許可の申請に

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円
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対する審査

（１２） 政令第３

５条第１２号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（１３） 政令第３

５条第１３号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１４） 政令第３

５条第１４号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１５） 政令第３

５条第１５号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１６） 政令第３

５条第１６号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１６，０００円

更新の場合 １件につき１２，０００円

（１７） 政令第３

５条第１７号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（１８） 政令第３

５条第１８号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（１９） 政令第３

５条第１９号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（２０） 政令第３ 新規の場合 １件につき１６，０００円
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５条第２０号の営

業の許可の申請に

対する審査

更新の場合 １件につき１２，０００円

（２１） 政令第３

５条第２１号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１６，０００円

更新の場合 １件につき１２，０００円

（２２） 政令第３

５条第２２号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（２３） 政令第３

５条第２３号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（２４） 政令第３

５条第２４号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（２５） 政令第３

５条第２５号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（２６） 政令第３

５条第２６号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（２７） 政令第３

５条第２７号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（２８） 政令第３

５条第２８号の営

業の許可の申請に

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

25



対する審査

（２９） 政令第３

５条第２９号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき１４，０００円

更新の場合 １件につき１０，５００円

（３０） 政令第３

５条第３０号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

（３１） 政令第３

５条第３１号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき９，６００円

更新の場合 １件につき７，２００円

（３２） 政令第３

５条第３２号の営

業の許可の申請に

対する審査

新規の場合 １件につき２１，０００円

更新の場合 １件につき１５，７００円

付 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年

法律第４６号。以下「改正法」という。）第２条の規定による改正前の食品

衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５２条第１項の許可を受けて食品衛

生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措

置に関する政令（令和元年政令第１２３号。以下「改正政令」という。）第

１条の規定による改正前の食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号）

第３５条各号に規定する営業（改正政令第１条の規定による改正後の食品衛

生法施行令第３５条各号に規定する営業のいずれかに該当する営業に限る。

）を行っている者が当該許可の有効期間の満了に際し引き続き当該営業につ

いて改正法第２条の規定による改正後の食品衛生法第５５条第１項の許可を

受けようとする場合における許可の申請に対する審査の事務に係る手数料は

、改正後の別表各号に掲げる営業の許可の更新のとき又は更新の場合の金額

とする。
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北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１４号

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正   

する条例

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条

例第４号）の一部を次のように改正する。

別表第１の保育所の項中

〃

今町〃

〃   小倉北区今町

二丁目１３番９号

〃   

おぐまの〃

〃  〃   新高

田一丁目１０番３号

〃

今町〃

〃   小倉北区今町

二丁目１３番９号

〃

畑〃

〃   若松区大谷町

３番１号

〃   

古前〃

〃  〃  古前一

丁目２８番１７号

〃

畑〃

〃   若松区大谷町

３番１号

〃

堂山〃

〃   八幡東区枝光

四丁目１５番１号

〃

八幡東さくら〃

〃  〃   祇園

一丁目５番１号

〃

堂山〃

〃   八幡東区枝光

四丁目１５番１号

を

」

」

を

」

を

に 、

」

」

「

「

「

「

「

「

に 、

」

に
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改める。

   付 則

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。
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北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１５号

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例（昭和４７

年北九州市条例第７号）の一部を次のように改正する。

第３６条の２第２項中「、到津の森遊具広場、到津の森ふれあい動物園」を

削り、「及び旧安川邸」を「、旧安川邸及び夜宮公園駐車施設」に改める。

別表第１の２の到津の森遊具広場の項及び到津の森ふれあい動物園の項を削

り、同表中

旧

安

川

邸

入

場

料

区分 一般 小学校の児童

及び中学校の

生徒

個人 １人

１回

  ２６０円   １３０円

団体（

２５人

以上）

  ２００円   １００円

旧

安

川

邸

入

場

料

区分 一般 小学校の児童

及び中学校の

生徒

個人 １人

１回

  ２６０円   １３０円

団体（

２５人

以上）

  ２００円   １００円

夜

宮

公

園

駐

車

大型自動車

中型自動車

１台１回

（１日以

内）

１，０００円 大型自動車及

び中型自動車

の区分は、改

正前の道路交

通法第３条に

規定するとこ

「

」
「

を

に
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」

施

設

ろによる。

普通自動車 １台につ

き３０分

又はその

端数ごと

に

１００円。ただし、１

日に連続して３時間を

超えて駐車したときは

、１日当たり６００円

１ 普通自動

車とは、改

正前の道路

交通法第３

条に規定す

る普通自動

車をいう。

２ 駐車時間

が２０分以

内のときは

、無料とす

る。

改める。

 別表第６中

〃    折尾駅西自転車駐車場 〃   八幡西区折尾四丁目１番

〃    折尾駅北自転車駐車場 〃   八幡西区折尾二丁目１番

改める。

付 則

 （施行期日）

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行

する。

（１） 第３６条の２第２項の改正規定（「、到津の森遊具広場、到津の森

ふれあい動物園」を削る部分に限る。）及び別表第１の２の改正規定（到

津の森遊具広場の項及び到津の森ふれあい動物園の項を削る部分に限る。

） 規則で定める日

（２） 第３６条の２第２項の改正規定（「及び旧安川邸」を「、旧安川邸

及び夜宮公園駐車施設」に改める部分に限る。）及び別表第１の２の改正

規定（到津の森遊具広場の項及び到津の森ふれあい動物園の項を削る改正

規定を除く。） 規則で定める日

（３） 別表第６の改正規定 規則で定める日

 （経過措置）

」

「

」

「

を

に
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２ この条例の施行の日前になされた夜宮公園駐車施設に係る改正後の北九州

市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定による指定管理者の指定の手続に相当する手続は、

改正後の条例の規定によりなされたものとみなす。
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北九州市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１６号

北九州市議会委員会条例の一部を改正する条例

北九州市議会委員会条例（昭和５１年北九州市条例第４７号）の一部を次の

ように改正する。

あ第２条総務財政委員会の                 「会計室の所

あ第２条総務財政委員会の                  デジタル市

管に属する事項   に改め

役所推進室の所管に属する事項」

あああ付 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の北九州市議会委員会条例

（以下「改正前の条例」という。）第２条の規定に基づき設置された総務財

政委員会の委員、委員長又は副委員長に選任されている者は、この条例の施

行の日において、それぞれこの条例による改正後の北九州市議会委員会条例

（以下「改正後の条例」という。）第２条の規定に基づき設置された総務財

政委員会の委員、委員長又は副委員長に選任されたものとみなす。この場合

において、当該委員の任期は、改正後の条例第３条第２項の規定にかかわら

ず、改正前の条例第２条の規定に基づき設置された総務財政委員会の委員の

任期満了の日までとする。

３ この条例の施行の際現に改正前の条例第２条の規定に基づき設置された総

務財政委員会に付託されている事件は、改正後の条例第２条の規定に基づき

設置された総務財政委員会に付託されたものとみなす。

第２条総務財政委員会の項中「会計室の所管に属する事項」を

に改める。
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北九州市ＳＤＧｓ未来基金条例施行規則をここに公布する。

令和３年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第１７号

北九州市ＳＤＧｓ未来基金条例施行規則

（基金の管理）

第１条 北九州市ＳＤＧｓ未来基金（以下「基金」という。）は、財政局長が

管理する。

（繰替運用の方法）

第２条 北九州市ＳＤＧｓ未来基金条例（令和３年北九州市条例第 号）第５

条の規定により繰替運用する場合の繰戻しの方法、期間及び利率は、その都

度財政局長が定める。

（帳簿）

第３条 財政局長は、北九州市ＳＤＧｓ未来基金台帳を備え、基金の経理状況

を明らかにしておかなければならない。

（委任）

第４条 この規則の施行に関し必要な事項は、財政局長が定める。

付 則

（施行期日）

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。

（北九州市美しいまちづくり基金条例施行規則等の廃止）

２ 次に掲げる規則は、廃止する。

（１） 北九州市美しいまちづくり基金条例施行規則（昭和５７年北九州市

規則第５９号）

（２） 北九州市中小企業技術開発振興基金条例施行規則（昭和５８年北九

州市規則第２８号）

（３） 北九州市水と緑の基金条例施行規則（昭和６１年北九州市規則第５

１号）

（４） 北九州市地域福祉振興基金条例施行規則（平成元年北九州市規則第

２１号）
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 北九州市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する

。 

  令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第１８号 

北九州市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

北九州市国民健康保険条例施行規則（昭和４３年北九州市規則第４１号）の 

一部を次のように改正する。 

 第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

 第４条第１項中「条例」を「北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州 

市条例第５３号。以下「条例」という。）」に改める。 

 第６条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を 

加える。 

 第８条第１項第１号ア及びイ以外の部分中「第３１４条の２第２項に規定す 

る金額」を「第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主並びに当該世 

帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（以下「世帯主等」とい 

う。）のうち給与所得を有する者（前年中に同法第７０３条の５に規定する総 

所得金額に係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す 

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（ 

同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超える者に限る。）をい 

う。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方税法第７０３ 

条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年 

金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受け 

た者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を 

超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が 

１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数 

の合計数（以下この条及び第１０条第１項第２号において「給与所得者等の数 

」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第３１４条の２第２項第１ 

号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて 

得た金額を加えた金額）」に改め、同項第２号ア及びイ以外の部分及び同条第 

２項各号列記以外の部分中「第３１４条の２第２項に規定する金額」を「第３ 

１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２ 

以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減 

じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）」に改める。 
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第８条の２中「第６条第１項中」、「（昭和４０年法律第３３号）」及び「 

、前条第１項第１号中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金

額（特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合において

は、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定によって計算し

た金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。）」と、「所得の

金額（同法」とあるのは「所得の金額（地方税法」と」を削る。 

第１０条第１項第２号中「第３１４条の２第２項に規定する金額」を「第３ 

１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）」に改め、同条第２項中「

３００万円」を「３２０万円」に、「第３１４条の２第２項に規定する」を「

第３１４条の２第２項第１号に定める」に改める。 

 付則第４項中「同項」を「同項第１号」に、「同法」とあるのは「地方税法 

」を「所得の金額（同法」とあるのは「所得の金額（地方税法」と、「１１０ 

万円」とあるのは「１２５万円」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項、第８条、第１０条第１項第２号及び第２項並びに

付則第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料について適用し、令

和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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北九州市介護保険の実施に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第１９号 

北九州市介護保険の実施に関する規則の一部を改正する規則    

北九州市介護保険の実施に関する規則（平成１２年北九州市規則第６９号）

の一部を次のように改正する。 

第１２条各号列記以外の部分中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年

度まで」に改め、同条第１号中「２１，９２０円」を「２３，５４０円」に改

め、同条第２号中「３２，８８０円」を「３５，３１０円」に改め、同条第３

号中「５１，１５０円」を「５４，９３０円」に改める。 

付則第３項中「令和３年２月２８日」を「令和４年２月２８日」に改め、「

において市長が別に定める期間」を削る。 

付則第４項中「令和３年３月」を「令和４年３月」に改め、「において市長

が別に定める期間」を削る。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。ただし、付則第３項及び第 

４項の改正規定は、公布の日から施行し、改正後の付則第３項の規定は、同 

年３月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１２条の規定にかかわらず、令和２年度における保険料率につ

いては、なお従前の例による。 
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 勤務時間等の特例に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第２０号 

   勤務時間等の特例に関する規則の一部を改正する規則 

勤務時間等の特例に関する規則（平成３年北九州市規則第３２号）の一部を

次のように改正する。 

別表の市民文化スポーツ局の市民総務部の項中 

区政事

務セン

ター 

一般事務員 A  午前

８時

３０

分 

午後

５時

１５

分 

勤務時

間中に

１時間

とし、

その時

限は所

属長が

定める

。 

日曜日

及び土

曜日 

区分の

指定は

、所属

長が行

う。 B  午前

１０

時１

５分 

午後

７時 

戸籍住

民課 

一般事務員（

北九州市マイ

ナンバーカー

ドサテライト

コーナーの業

務に従事する

一般事務員に

限る。） 

A  午前

９時 

午後

５時

４５

分 

勤務時 

間中に 

１時間 

とし、 

その時 

限は所 

属長が 

定める 

。 

４週間

を通じ

８日所

属長の

指定す

る日 

区分の

指定は

、所属

長が行

う。 
B  午前

１１

時 

午後

７時 

４５

分 

区政事

務セン

ター 

一般事務員 A  午前

８時

３０

分 

午後

５時

１５

分 

勤務時

間中に

１時間

とし、

その時

限は所

属長が 

日曜日

及び土

曜日 

区分の

指定は

、所属

長が行

う。 B  午前

１０

時１ 

午後

７時 

「

を

に  

「

」
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   ５分  定める

。 

改め、同表の注書中第８項を第９項とし、第５項から第７項までを１項ずつ繰

り下げ、第４項の次に次の１項を加える。 

 ５ 市民文化スポーツ局市民総務部戸籍住民課の業務に従事する一般事務員 

（北九州市マイナンバーカードサテライトコーナーの業務に従事する一般 

事務員に限る。）について、令和３年４月１日以後の４週間を計算するに 

当たっては、同日を初日とし、同日から同月３日までは１週間とみなす。 

   付 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

」
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北九州市副市長事務分担規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和３年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第２１号 

北九州市副市長事務分担規則の一部を改正する規則 

 北九州市副市長事務分担規則（昭和４２年北九州市規則第３０号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条梅本和秀副市長の項第１号中「企画調整局」を「デジタル市役所推進

室、企画調整局」に改める。 

   付 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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北九州市消防局組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第２２号 

   北九州市消防局組織規則の一部を改正する規則 

 北九州市消防局組織規則（昭和６１年北九州市規則第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条警防部救急課の項及び同条警防部指令課の項を削り、同条に次のよう

に加える。 

 救急部 

  救急課 

   救急係 

   救急指導係 

  指令課 

   指令第一係 

   指令第二係 

   指令第三係 

 第３条総務部総務課施設係の項第１号中「、建物その他工作物等（水利施設

」を「及び建物その他の工作物（水利施設及び消防団施設」に改め、同項第２

号中「その他工作物（水利施設」を「その他の工作物（水利施設及び消防団施

設」に改め、同条総務部人事課安全衛生係の項第４号中「及び子ども手当」を

削り、同条予防部指導課建築設備係の項第１号中「許可」の次に「、認可」を

加え、「等」を削り、同条警防部消防団課消防団施設係の項第１号中「消防団

施設の」を「土地及び建物その他の工作物（消防団施設に限る。）の取得、借

受け及び処分並びに」に改め、同項第３号中「消防機械器具（消防団用に限る

。）」を「消防機械の取得、処分及び配置並びに消防機械器具」に改め、「こ

と」の次に「（消防団用に限る。）」を加え、同号を同項第４号とし、同項中

第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

    （２） 建物その他の工作物（消防団施設に限る。）の設置に関する

こと。 

第３条警防部救急課の項及び同条警防部指令課の項を削り、同条に次のよう

に加える。 

救急部 

 救急課 

 救急係 
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    （１） 部、課の庶務に関すること。 

    （２） 救急隊運用の基本計画に関すること。 

    （３） 救急業務の計画に関すること。 

    （４） 消防機械器具（救急用に限る。）の配置及び運用に関するこ 

と。 

    （５） 救急に関する市民啓発に関すること。 

    （６） 救急統計に関すること。 

    （７） 応急手当の普及指導に関すること。 

   救急指導係 

    （１） 救急隊員等の技術指導に関すること。 

    （２） 救急技術の調査及び研究に関すること。 

    （３） 救急医療機関その他関係機関との連絡調整に関すること。 

    （４） メディカルコントロールに関すること。 

    （５） 救急業務の実施に関すること。 

  指令課 

   指令第一係 

   指令第二係 

   指令第三係 

    （１） 課の庶務に関すること。 

    （２） 消防隊、救助隊、救急隊及び消防航空隊の管制及び運用に関

すること。 

    （３） 火災その他の災害及び救急の出動指令に関すること。 

    （４） 消防通信の運用及び統制に関すること。 

    （５） 災害情報及び救急情報に関すること。 

    （６） 火災警報及び気象に関すること。 

    （７） 防災指令の連絡調整に関すること。 

    （８） その他指令業務に関すること。 

 第４条第４項中「警防部」を「救急部」に改め、同条第５項中「特に」を「

前各項に定める者のほか、特に」に改め、「（給与担当課長及び指令担当課長

を除く。）」を削る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 （北九州市消防吏員給貸与品規則の一部改正） 

２ 北九州市消防吏員給貸与品規則（昭和３９年北九州市規則第１２０号）の
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一部を次のように改正する。 

  別表第２の備考第３項中「消防局警防部指令課」を「消防局救急部指令課

」に改める。 

 （北九州市消防局消防職員委員会に関する規則の一部改正） 

３ 北九州市消防局消防職員委員会に関する規則（平成８年北九州市規則第６

８号）の一部を次のように改正する。 

  第４条各号列記以外の部分中「とし、委員の総定数は１８人」を削り、同

条第２号中「警防部」の次に「及び救急部」を加える。 
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